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 産業廃棄物処理施設等の設置等に係る事業計画を定めたので、岐阜県産業廃棄物処理施

設の設置に係る手続の適正化等に関する条例第７条第１項の規定により、次のとおり提出

します。 

産業廃棄物処理施設等の設置等の目的 

又は産業廃棄物処理施設等の設置等を

必要とする理由 

 

 

 

産業廃棄物処理施設等の設置等の場所 
 

 

産業廃棄物処理施設等の種類 
 

 

産業廃棄物処理施設等において処理す 

る産業廃棄物の種類 

 

 

産業廃棄物処理施設等の処理能力 

 

 

 

 

 

 

 

最終処分場以外の施設 

 

 

 

㎥／日（  ）時間 

ｔ／日（  ）時間 

㎥／時間      

ｔ／時間      

最終処分場 

面  積                ㎡         

 

埋立容量                ㎥                

産業廃棄物処理施設等の位置、構造等の計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業廃棄物処理施設等の位置  
 

 

産業廃棄物処理施設等の処理方式 
 

 

産業廃棄物処理施設等の構造及び設

備  

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理に伴い生ずる排ガス及び排水の

量 

 

 

処理に伴い生ずる排ガス及び排水の

処理方法（排出の方法（排出口の位

置、排出先等を含む。）を含む。）  

 

設計計算上達成することができる排

ガスの性状、放流水の水質その他の

生活環境への負荷に関する数値 

 

 

 

その他産業廃棄物処理施設等の構造

等に関する事項 

 

産業廃棄物処理施設等の維持管理に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

排ガスの性状、放流水の水質等につ

いて周辺地域の生活環境の保全のた

め達成することとした数値 

 

 

 

排ガスの性状及び放流水の水質の測

定頻度に関する事項 

 

 

その他産業廃棄物処理施設等の維持

管理に関する事項 

 

 

災害防止のための計画（最終処分場の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業廃棄物の飛散及び流出の防止に 

関する事項 

 

 

公共の水域及び地下水の汚染の防止 

に関する事項 

 

 

火災の発生の防止に関する事項 
 

 

その他、最終処分場に係る災害の防

止に関する事項 

 

 

埋立処分の計画（最終処分場の場合） 
 

 

産業廃棄物の処理に伴い生ずる産業廃棄物の処分方法 

 

 

 

 

 

焼却灰等の処分方法（令第７条第３

号 、第５号、第８号、第10号、第1

2号及び第13号の２に掲げる施設の

場合） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚泥等の処分方法（令第７条第４号

、第６号及び第11号に掲げる施設の

場合） 

 

 

 

廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の 

溶融処理に伴い生ずる廃棄物の処分 

方法（令第７条第11号の２に掲げる

施設の場合） 

 

 

 

 

産業廃棄物の中間処理後に生ずる産 

業廃棄物の処分方法（小規模産業廃 

棄物処理施設の場合） 

 

 

 

産業廃棄物処理施設等に係る産業廃棄 

物の搬入及び搬出の時間及び方法に関

する事項 

 

 

 

着工予定年月日及び使用開始予定年月

日 

着工予定         年  月  日 

 

使用開始予定       年  月  日 

周辺地域の生活環境の保全のための措 

置 

 

 

 

 

その他知事が必要と認める事項 

 

 

記入上の留意事項 

 １ 各記入欄にその記入事項の全てを記入することができないときは、「別紙のと  

おり」と記入し、別紙を添付すること。 

  ２ 産業廃棄物処理施設等の変更に係るものであって記入事項について当該変更前後の 

  内容が異なる場合は、その内容を明らかにすること。 

  ３ 記載事項に該当しないものがある場合は、記入欄に斜線（／）を引くこと。 

  ４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦型とすること。 

  ５ 事業計画書に記載された事項を変更しようとするときは、速やかに、別記様式第２ 

  号（事業計画変更届出書）により届け出ること。 

   

連絡先 

  担当者職名・氏名  

 ＴＥＬ 

 ＦＡＸ 

 


